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○上島町入札後審査型一般競争入札実施要綱 

平成29年３月30日 

訓令第２号 

改正 令和２年９月30日訓令第17号 

令和３年４月１日訓令第20号 

令和４年６月10日訓令第17号 

令和４年９月28日訓令第20号 

(趣旨) 

第１条 この要綱は、町が発注する建設工事についての入札及び契約手続のうち、入札

後審査型一般競争入札に関し、上島町財務規則(平成16年上島町規則第45号。以下「規

則」という。)その他別に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第２条 この要綱において、「入札後審査型一般競争入札」(以下「一般入札」という。)

とは、入札参加申請の手続を簡略化し、入札執行後に最低の価格をもって入札した者

又は上島町建設工事簡易型総合評価落札方式実施要領(以下「総合評価実施要領」と

いう。)に基づく総合評価落札方式(以下「総合評価方式」という。)による評価値の最

も高い者から順に、入札参加資格を審査して落札者を決定する一般競争入札をいう。 

(対象工事) 

第３条 一般入札の対象となる工事(以下「対象工事」という。)は、設計金額5,000万

円以上のものとする。ただし、町長が特に必要と認めた場合は、この限りではない。 

(入札参加者の資格) 

第４条 一般入札に参加することができる者は、次に掲げる条件を満たす者とする。 

(１) 一般入札の公告日の前日において、規則第88条第４項に規定する名簿に、当該

公告で指定される業種について登載されていること。 

(２) 建設業法施行規則(昭和24年建設省令第14号)第18条の２に規定する経営事項

審査を受けていること。 

(３) 上島町建設工事指名停止処分要綱(平成16年上島町訓令第25号。以下「停止処

分要綱」という。)に基づく指名停止期間中にないこと。 

(４) 地方自治法施行令(昭和22年政令第16号。以下「令」という。)第167条の４の
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規定に該当しないこと。 

(５) 会社更生法(平成14年法律第154号)の規定による更正手続開始の申立て及び民

事再生法(平成11年法律第225号)の規定による再生手続開始の申立てがなされてい

ないこと(会社更生法の規定による更正計画認可又は民事再生法の規定による再生

計画認可の決定を受けている場合を除く。)。 

(６) 対象工事に配置する予定の監理技術者、現場代理人、監理技術者等が適正であ

ること。 

(７) その他対象工事ごとに定める条件を満たしていること。 

(入札参加資格の決定) 

第５条 入札参加資格は、対象工事ごとに、上島町入札参加資格等審査会規則(平成29

年上島町規則第３号)に規定する上島町入札参加資格等審査会(以下「審査会」という。)

の審査を経て町長が決定するものとする。 

(一般入札の公告) 

第６条 一般入札に係る令第167条の６第１項の規定に基づく公告及び公告期間は、規

則第89条に定めるところによるものとする。 

２ 前項の公告の写しは、入札事務を担当する課の窓口及び町ホームページにおいて、

閲覧に供するものとする。 

(競争入札参加申請書、入札参加資格審査申請書等の提出) 

第７条 一般入札に参加を希望する者は、競争入札参加申請書(様式第１号又は様式第

１号の２)並びに入札参加資格審査申請書(様式第２号)、施工(履行)実績調書(様式第３

号)及び配置予定技術者調書(様式第４号)を期限までに町長に提出しなければならな

い。 

２ 前項に掲げる書類を、同項に定める期限までに提出しない者は、一般入札に参加す

ることができない。 

(設計図書等に対する質疑及び回答) 

第８条 入札参加者は、設計図書等の解釈に疑義が生じたときは、当該公告に明示した

提出方法によりその提出期限までに、質疑書(様式第５号)により質問することができ

る。 

２ 町長は、前項の質疑書に対する回答を、当該公告に明示した回答方法により行うも
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のとする。 

(一般入札参加の取消し) 

第９条 町長は、入札参加者が次の各号のいずれかに該当する者となったときは、当該

一般入札の参加を取り消すものとする。 

(１) 民法(明治29年法律第89号)に規定する成年被後見人、被保佐人又は被補助人 

(２) 破産法(平成16年法律第75号)に規定する破産手続開始の決定を受けた者 

２ 町長は、入札参加者が次の各号のいずれかに該当する者となった場合又はこれらに

該当する者を代理人、支配人その他使用人若しくは入札代理人として使用した場合は、

当該一般入札の参加を取り消すものとする。 

(１) 他の契約の履行に当たり、粗雑工事又は品質及び数量に関して不正の行為をし

た者 

(２) 町が行う全ての入札においてその公正な執行を妨げた者若しくは公正な価格

の成立を害し、又は不正の利益を得るために連合した者 

(３) 落札者が契約を締結すること、又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

(４) 地方自治法(昭和22年法律第67号)第234条の２第１項の規定による監督又は検

査の実施に当たり、職員の職務の執行を妨げた者 

(５) 正当な理由なくして契約を履行しなかった者 

(６) 国又は他の地方公共団体若しくはそれに準ずるものが発注する工事等におい

て、入札参加資格の停止の事実が判明した者又は談合等不正行為の事実が発覚した

者 

(７) 前各号のいずれかに該当する事実があった後２年を経過しない者 

３ 前項の規定によるもののほか、町長は、第７条の規定により競争入札参加申請書を

提出した後に、入札参加者が停止処分要綱に定める基準により指名停止の処分を受け

た場合、当該入札参加者の当該一般入札の参加を取り消すものとする。 

４ 町長は、入札参加者について談合情報が寄せられた場合は、談合の事実があったと

認められない場合であっても、上島町談合情報対応マニュアル(以下「談合情報マニ

ュアル」という。)の規定に基づき、必要と認めるときは、当該入札参加者の当該一

般入札の参加を取り消すものとする。 

５ 町長は、入札参加者の経営、資産、信用状況の変動等により、当該契約の相手方と
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して不適当である事実が判明したときは、当該入札参加者の当該一般入札の参加を取

り消すものとする。 

(入札参加者の非公開) 

第10条 当該一般入札に係る入札参加者については、一般入札の終了まで非公開とする。

ただし、町長が特に必要と認めた場合は、この限りでない。 

(基本的入札参加資格の事前確認) 

第11条 町長は、入札参加者が第４条に規定する入札参加資格(以下「基本的入札参加

資格」という。)を有しているかについて、開札執行前に確認を行うものとする。 

２ 町長は、前項の確認の結果、入札参加者が基本的入札参加資格を有していないと認

めたときは、当該入札参加者に対し入札参加資格不適格通知書(様式第６号)を送付す

るとともに、規則第97条の規定に基づき当該入札を無効とし、基本的入札参加資格が

ないと認める理由について、通知書の翌日から起算して７日以内に町長に対して説明

を求めることができる旨の通知をするものとする。 

３ 町長は、前項の規定により説明を求められたときは、基本的入札参加資格がないと

認める理由について説明を求めることができる最終日から起算して７日以内に、当該

説明を求めた者に対し、基本的入札参加資格不適格回答書(様式第７号)により回答す

るものとする。 

４ 町長は、第２項の規定により説明を求めた者に基本的入札参加資格があると認める

場合は、基本的入札参加資格適合通知書(様式第８号)により通知するとともに、同項

の通知を取り消すものとする。 

５ 町長は、第３項及び第４項の規定に基づき確認する場合は、審査会の審査を経て行

うものとする。 

(開札の執行) 

第12条 一般入札に係る開札は、前条の規定による事前確認において、基本的入札参加

資格を有していることが確認できた者の入札を対象として行う。 

２ 町長は、開札執行後、次条の規定による入札参加資格の確認後において落札者を決

定する旨を通知するものとする。 

３ 町長は、上島町低入札価格調査制度実施要領(以下「実施要領」という。)の適用を

受ける工事において、入札の結果、同要領第３条に規定する変動型の調査基準価格(以
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下「変動型調査基準価格」という。)を下回る入札があった場合には、前項の通知に

加え同要領に基づく調査(以下「低入札価格調査」という。)を行う旨を併せて通知す

るものとする。 

(入札参加資格の確認) 

第13条 町長は、開札執行後(総合評価方式の場合にあっては、評価値算出後)、落札候

補者の申請書等が公告内容に適合するかの確認を審査会の審査を経てするものとす

る。ただし、落札候補者が２者以上あるときは、くじにより、落札候補者となる順位

を決定し、審査を行うものとする。 

(低入札価格調査に係る申請書等の提出) 

第14条 前条の規定にかかわらず、落札候補者の入札価格が変動型調査基準価格を下回

った場合は、当該落札候補者について低入札価格調査を行うものとする。 

(入札執行回数) 

第15条 同一の工事に係る一般入札の入札執行回数は、１回までとする。 

(入札書) 

第16条 一般入札は、規則第96条第１項又は第４項の入札書(以下「入札書」という。)

の提出をもって行うものとする。 

２ 入札金額について、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税業者であるか

免税業者であるかを問わず、見積りした契約希望金額の消費税及び地方消費税に相当

する額(当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額)を

除いた金額としなければならない。 

３ 第１回目の入札書を提出する際には、入札書に記載の金額と同額の工事費内訳書

(町の設計図書様式に準じたもの)を提出しなければならない。 

４ 入札者の代理人は、委任状(様式第９号)を提出しなければならない。 

５ 前各項の規定により提出した書類は、返却しないものとする。 

(入札辞退) 

第17条 入札参加者が当該一般入札を辞退するときは、次に定めるところによるものと

する。 

(１) 入札執行前にあっては、入札辞退届(様式第10号。以下「辞退届」という。)を

提出すること。 
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(２) 入札執行中にあっては、辞退届又はその旨を明記した入札書を提出すること。 

(一般入札の中止等) 

第18条 次の各号のいずれかに該当するときは、入札を延期し、又は中止するものとす

る。この場合において、入札参加者が損害を受けても、町は賠償の責任を負わない。 

(１) 談合情報マニュアル第２の１項の規定に該当したとき。 

(２) 天災地変その他やむを得ない理由により、当該一般入札の執行が不可能と判断

したとき。 

(入札の無効及び失格) 

第19条 入札が規則第97条の規定に該当したときは、当該入札を無効とし、当該入札

を行った者を失格とする。 

２ 実施要領に規定する低入札価格調査制度を適用しない一般入札において、規則第95

条に規定する最低制限価格を下回った者は、失格とする。 

３ 第16条第３項に規定する工事費内訳書が提出できない者又は入札書に記載の金額

と工事費内訳書金額が同額でない者は、失格とする。 

４ 低入札価格調査制度を適用する一般入札は、総合評価実施要領第３条第１項及び第

２項第１号によるものとする。 

(雑則) 

第20条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定めるものとする。 

附 則 

この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則(令和２年９月30日訓令第17号) 

(施行期日) 

この要綱は、令和２年10月１日から施行する。 

附 則(令和３年４月１日訓令第20号) 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則(令和４年６月10日訓令第17号) 

この要綱は、令和４年６月13日から施行する。 

附 則(令和４年９月28日訓令第20号) 

この要綱は、令和４年10月１日から施行する。 
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  附 則 

この要綱は、令和５年１月20日から施行する。
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様式第１号(第７条関係) 

様式第１号の２(第７条関係) 

様式第２号(第７条関係) 

様式第３号(第７条関係) 

様式第４号(第７条関係) 

様式第５号(第８条関係) 

様式第６号(第11条関係) 

様式第７号(第11条関係) 

様式第８号(第11条関係) 

様式第９号(第16条関係) 

様式第10号(第17条関係) 

 


